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平成 30年度 政務活動実施成果報告書 

日本共産党茨城県議会議員団 

 

 

●県民の暮らし・福祉 

 

１．目的 

党県議団は、茨城県の予算について、「大型開発ではなく暮らし・福祉に使うべき」

と主張している。茨城県政策企画部統計課が毎年発行する「指標からみたふるさと～

茨城早わかり」（平成３０年７月版）を見ると、去年と変わらず全国に比べ教育・子

育て・医療・高齢者福祉などの分野で大きく立ち遅れていることがわかる。 

 

 ３０年度版 ２９年度版 

・ 保育所数（０～５歳１０万人当たり） ３１位 ３３位 

・ 公立特別支援学校教育費（生徒１人当たり） ４５位 ４６位 

・ 一般診療所数（１０万人当たり） ４６位 ４６位 

・ 医師数（１０万人当たり） ４６位 ４６位 

・ 保健師数（１０万人当たり） ３７位 ３６位 

・ 国民健康保険医療費（被保険者１人当たり） ４６位 ４６位 

・ 老人ホーム定員数（６５歳以上千人当たり） ４１位 ４５位 

 

 

２．活動時期 

平成３０年４月～平成３１年３月 

 

３.主な活動内容 

 

■大幅な引き上げと地域間の格差を解消するため、『２０１８年度の最低賃金を１０

００円以上に引き上げることを求める要請書』を８月１６日に茨城労働局、茨城地方

最低賃金審議会へ提出。 

 

■１１月１５日に県知事へ『２０１９年度の県予算編成並びに施策に対する重点要望

書』（９分野２６４項目）を提出し副知事が対応。 
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■２月６日に犬猫殺処分の現状について県動物指導センター視察 

■２月１８日に児童相談所の現状や課題等について中央児童相談所鹿行児童分室を

視察調査（江尻） 

 

■２月２０日「なめがた地域医療センターの入院・夜間救急を存続させるため県とし

ての役割発揮を求める要請書」を保健福祉部長へ提出 写真 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４.成果等 

■平成３０年１１月１５日に知事提出した項目のうち、平成３１年予算に盛り込まれ

たものに次のようなのがある。 

 

知事への要望項目 平成３０年度予算に反映 予算額 

精神障害者も医療費助成を

拡充 

精神障害者手帳１級者約１,

１００人に医療費助成拡充 
１．２億円 

県独自の多子世帯への保育

料負担軽減策をさらに拡充

する 

第３子以降３歳未満の保育

料無償化所得制限廃止 ５．７億円 

児童虐待防止対策を強める

ため、専門機関の連携の強化

や体制を整備 

 

児童相談所の虐待対応強化 ３．６００万円 
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「茨城県犬猫殺処分ゼロを

めざす条例」の実施に向けて

取り組みを促進する 

 

犬猫殺処分ゼロの事業推進 ２．６００万円 

 

 

 

●東海第二発電所（東海第２原発） 

 

１.目的 

日本共産党では一般質問・予算特別委員会質疑でこの問題を繰り返し質問。 

２０１８年１１月２８日には稼働から４０年を迎えた東海第二原発。福島第一原発事

故を経験し安全神話が崩れたもとで、再稼働の中止、廃炉を一貫して求めている。 

 

２.活動時期 

平成３０年４月～平成３１年３月 

 

３.主な活動内容 

〈平成３０年〉 

 ７月 ４日 原子力規制委員会の東海第二原発再稼働審査書の了承に抗議する声明 

７月１９日 栃木県市町村議員と東海第二原発視察 

８月 ８日 取手市役所にて東海村との広域避難計画について聞き取り(江尻・上野) 

９月１３日 国会議員団と防災・危機管理部長との原発関連懇談に同席 

９月２６日 東海第二原発の原子炉設置変更許可決定に抗議する声明 

１１月 ６日 茨城県バス協会と懇談（山中・江尻） 写真 

１１月 ７日 東海第二原発の「運転期間延長」許可に抗議し、再稼働に反対する申し

入れ 

〈平成３１年〉 

 ２月 ２日 日立シビックセンターにて県主催東海第二原発の規制委員会審査結果

の住民説明会に参加（山中） 

 ２月２２日 東海第二原発の再稼働方針決定への抗議と廃炉を求める申し入れ 

（参加者の記名なしは３県議とも参加） 
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４.成果等 

以上の活動を踏まえ、年に３回の一般質問、年２回の予算特別委員会で下記の通り質

問をしている。 

 

 一般質問 予算特別委員会 

２０１８年 

６月議会 
原発ゼロの決断について 

 

２０１８年 

９月議会 
東海第二原発の再稼働問題について 

東海第二原発の再稼働・運転延長に

ついて 

２０１８年 

１１月議会 

 
 

２０１９年 

３月議会 

知事の政治姿勢と予算編成について 

(２)東海第二原発の再稼働 

東海第二原発をめぐる県の対応につ

いて 
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●県議団ニュース・県政資料発行 

１.目的 

茨城県政の実態、議会の内容等を県民に知らせることが重要と考え、県議団ニュー

スを発行。 

 

２.活動時期 

・県議団ニュース発行  ２０１８年４・５月号（山中・江尻・上野県議） 

・県議団ニュース発行  ２０１８年７月号（山中・江尻・上野県議） 

・県議団ニュース発行  ２０１８年１０月号（山中・江尻・上野県議） 

・県政資料（冊子）   ２０１８年５月発行 

 

３.活動内容 

■各定例会後にはできるだけ県議団ニュースを作成し、新聞折込等も使って配布。 

■県議団ホームページの「県議会報告」にて掲載。 

■県政資料（全１１ページ）は、２０１５年１月の初登庁から４年目を迎えその間の

前進した要望や残されている課題等を報告。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４.成果等 

多くの住民の方々に県政の動きを知らせる事により、発行物を見た方々から意見・

感想等などが寄せられ次の要望などに繋げることができ、また、各地で開かれる議会

報告会にも使用している。 
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●学習会等の主催・参加 

１．目的 

 国保の財政運営が県に一本化されたもとでの市町村国保の運営実態等について、市町

村議員との意見交換を行う。 

また、研修会に参加し１９年度の政府予算案の特徴や内容を学ぶ。 

 

２．活動時期 

平成３０年４月～平成３１年３月 

 

３．活動内容 

■ １月２５日県議会棟中会議室にて県議団主催の『国民健康保険』学習交流会  

講演内容……国保都道府県化のもとでの保険料値上げ、国保税引き下げ市町村に

学ぶ 写真 

 

■ １月２８日～２９日・静岡市内にて第４６回市町村議会議員研修会（山中参加） 

講演内容……２０１９年度政府予算案と地方財政の課題 

「自治体戦略２０４０構想」と地方自治 

国保の都道府県単位化と地域医療の連動を知る 
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４．成果等 

■学習会では、加入者の所得は低いのに国保税は他の医療保険と比べ高いという「国

保の構造問題」があること、また国保税が高すぎて払いたくても払えない加入者の厳し

い生活実態があることが意見交換の中で出された。 

 

■研修会では、政府予算案の大きな特徴や骨太方針などをつかむ中で県予算案の審議

に生かした。 


